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未来へつながる広島のために

八軒
幹夫
は ち け ん  み き お 決意の 「世界初」の被爆都市から、「世界一」の復興都市へ

重要なことは、まず現在あるインフラの状態を正確に把握したうえで、長期的な維持管理
や作り替えの計画を立て、コストを最小限に抑えながら安全を確保する「工程表」を作る
ことです。それが、私たちの世代がこれからの広島市を担う若者たちを、『もっと支える。
ずっと役立つ。』に繋がっていきます。

2007年 8月 1日、米国ミネソタ州のミネアポリ
スのミシシッピ川に架かる道路橋が崩落する大事
故が起こりました。橋を長寿命化する技術がある
米国で起こった事故なので、世界中が驚きました。
米国に比べて日本では道路橋の多くが定期的に点
検されていません。さらに、左記に述べたように
橋が急速に老朽化しています。まさに、日本の道
路橋は未点検と老朽化という二重苦を抱えている
のです。橋の老朽化は、損傷や事故が起きる可能
性が非常に高くなり生活に危険が迫っています。

〒734-0023 広島市南区東雲本町2丁目4-19 クレスト東雲202　TEL : 082-284-0701　FAX : 082-284-9666八軒幹夫事務所
http://www.8ken.jp

広島市をニューヨーク・ジュネーブ・ウィーンに
次ぐ、第４の国連都市として発展させます。（国際機関の集積する都市）

本気です！
広島市へ
国連アジア太平洋本部の誘致は広島市の経済成長戦略に大きく影響を与え真の国際平和都市としての新たな価値観を発信するプロジェクトです。

新しい広島市を
実現する為に

国連アジア太平洋本部を

広島市は今、転換期に差しかかっています！

です。
都市活力低下の
原因とは？ 人口減少

図１

人口減少で税収が減ると一人当たりの負担は相対的に重くなります。

Vol.1

「３Ｂの街　広島の実態！」
広島市は俗に「３Ｂの街」と言われています。
（1）広島にはバス（「Bus」）が多い
（2）東京や大阪等に本社を持つ企業の支店（「Branch」）が多い支店経済の街
（3）デルタ地帯にあり長さ 2メートル以上の橋（「Bridge」）が多く
約 2,800 橋もあること（中国地方整備局調べ）

広島市で最も深刻な問題が
迫っているのが「橋梁の老朽化問題」

老朽化が進む橋梁問題で安全を確保していくために何が必要か！

現在、橋梁老朽化による悲惨な事故が日本だけでなく、世界中で起こっています。
次世代の為にも「安全な広島市」を作り上げていく事が私の使命だと考えてます。
新しい橋梁を造るよりも、老朽化対策を優先し、維持管理や造り替えなど将来の
負担費用を熟考し、「本当に必要なものは何か」を議論する必要があると考えてます。

■広島市の橋梁は過半数以上が高度成長期や政令指定都市の移行前である、
1960 年代から 1980 年代に集中して建設されています。 （※図 1参照）
このことから、今後は急速に橋の老朽化が進み損傷や劣化が顕在化してきます。

•工程表を作り、効率の良い長期的な維持管理を実施
•橋梁の寿命を伸ばすさらなる技術開発の推進
•自治体への技術的・人的な支援を強化
•計画的な橋の架け替え ＜広島市が管理する道路橋＞

重要橋＝690橋
小規模橋＝2,128 橋
合計＝2,818 橋
合計 2,818 橋の内、約 70％が今後 20年間で
建て替えや改修の時期を迎えます。

橋梁の老朽化問題

生 年 月 日
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新しい広島市を実現する為には

広島市は今、転換期に差しかかっています！

広島市の人口は現在約118万人で、日本全体が人口減少社会に突入する中、広島市人口は増加を続けてきました。
しかし平成27年頃以降、ついに減少に転じるとされています。

1,154,391

H17年

世帯数（戸） 人口（人） １世帯当たりの構成員（人）

H22年 H27年
（推計）

H32年
（推計）

2.4

487,416 512,907 513,000 518,000

2.3 2.3 2.2

3.01,200,000

1,000,000
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400,000
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0

2.5

2.0

1.5

1.0

1,173,843 1,182,000 1,117,900

日本国総人口「約1億2700万人」

子ども33年連続の減少（15歳未満）

子供の
割合

米国
中国

19.5％
16.4％ 日本 12.8％

このままのペースで行けば「2060年」は？

現役世代「1.3人」で
高齢者１人を支える社会に！

(投票率は各年代に「5」を付けたパーセンテージ）
前回の地方統一選は投票率 に留まる約49％
「一票」の積み重ねが世の中を変える求められる

「当事者意識」（責任）

全国に「約2万人」存在する市議会議員の内

※女性議員は全体の「約１３％」に留まる。

60歳～80歳代の議員
が全体の「56％」を占める。高齢化。

都市活力低下の原因は？ です。

※3年連続の減少※生産年齢人口は年間「約16万5千人」減

現在の日本は1年間の死亡者が出生率を大きく上回りこの1年間でも

世襲、後任、組合、団体など特定の領域を継承する議員が多い。

人口増は、宮城、埼玉、東京、神奈川、愛知滋賀、福岡、沖縄の「８都県」に留まる
「25万3千人」の人口減

「極点社会」へ向かう日本国

為政者と有権者が生み出した現状

議員が選出される背景には？

この現状は、都市の為政者（政治家）が生み出した結果（現状）に留まら
ず、その都市の人 （々有権者）が生み出した結果であるとも言えます。

人口減少で税収が減ると
一人当たりの税負担は相対的に重くなる

人口減少

実態を知って下さい。

実 態

当事者意識を持って下さい。

持続発展可能な広島市を目指す。

国内外から多くの人々が広島市を訪れ、外貨を落としていただく仕組みを構
築すれば、地域経済の活性化、雇用創出、さらには情報が集まることで学術
研究レベルも向上、優秀な次代の担い手を輩出することにもつながります。

その内
来広修学旅 「約33万人」
来広外国人観光客 「約30万人」
(訪日消費額：オーストラリア・中国1人あたり 約19万円）即効性のある政策の1つは「観光事業」

「交流人口を増やす」
の増大 施策交流人口

広島市（年間）入込観光客「1,087万3千人」

広島市（年間）入込観光客 「1,087万3千人」を元にした年間外貨比較

宿泊率 37.7％ 宿泊率 約65％
広　島 函　館

約409万9千人 約706万7千人

64,600,240,000円 111,375,920,000円

宿泊率と人数

比較地域

宿泊客がもたらす
外貨金額（年間）

1人あたりの観光消費額「約15,760円」で算出

交流人口
（来広宿泊数）を
増やす事で

増加に
繋がる！

外貨獲得 地域活性
雇用創出 定住人口

広
島
市
議
会
で
の
提
言

広
島
市
議
会
本
会
議（
一
般
質
問
）や
各
委
員
会
に

お
い
て
、国
連
・
国
際
機
関
と
の
連
携
強
化
を
継
続

提
言
し
て
い
ま
す
。

　
『
広
島
市
に
国
連
・
国
際
機
関
の
誘
致
を
目
指
す

広
島
市
議
会
議
員
連
盟
』を
発
足
さ
せ
ま
し
た
。長

期
目
標
と
し
て
は「
国
連
ア
ジ
ア
太
平
洋
本
部
」の
新

設
誘
致
を
目
指
し
、そ
の
実
現
の
た
め
に
政
務
調
査

や
関
係
各
所
と
の
人
的
交
流
を
深
め
る
一
方
、広
島

市
に
お
け
る
大
小
さ
ま
ざ
ま
な
国
際
会
議
の
誘
致
に

全
力
を
注
ぎ
、開
催
実
績
を
増
や
し
て
ま
い
り
ま
す
。

国
連
誘
致
議
連
を
発
足

ではどうするべきか？

人口減少で税収が減ると、一人当たりの負担は相対的に重
く、既存の箱モノは供給過多となります。産業の衰退をはじ
め、避けることのできない都市活力の低下が予想されます。

［ 出典：平成２年～平成22年：国勢調査 / 平成27年・平成32年：第５次広島市基本計画 ］
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の

考
え

持
続
発
展
可
能
な
広
島
市
を
実
現
す
る
為

に
、
私
が
特
に
力
を
入
れ
て
取
り
組
ん
で
い

る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。そ
れ
は
「
国
連
ア
ジ

ア
太
平
洋
本
部
の
広
島
市
誘
致
」で
す
。

現
在
、
広
島
市
で
は
年
間
約
3
0
件
の
国

際
会
議
が
開
か
れ
て
ま
す
が
、会
議
参
加
に

伴
う
宿
泊
や
観
光（
飲
食
含
む
）の
需
要
拡

大
は
、
広
島
市
の
外
貨
獲
得
に
と
て
も
大

き
な
影
響
を
与
え
て
ま
す
。観
光
コ
ン
テ
ン

ツ
を
充
実
さ
せ
、
国
内
外
か
ら
観
光
客
を

増
や
す
こ
と
は
も
ち
ろ
ん
大
事
で
す
が
、
同

時
に
こ
う
し
た
コ
ン
ベ
ン
シ
ョ
ン
政
策
に

よ
っ
て
、「
人
・
モ
ノ
・
カ
ネ
・
情
報
」の
動

き
を
創
り
出
し
、新
た
な
活
力
を
創
出
し
て

い
く
事
が
、
M
I
C
E
総
合
戦
略
（
※
）

と
し
て
、
広
島
市
の
経
済
成
長
戦
略
に

も
大
き
く
影
響
を
与
え
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
で
す
。そ
し
て
、そ
の
最
も
有
効
な
手

段
が
「
国
連
ア
ジ
ア
太
平
洋
本
部
の
誘

致
」で
あ
る
と
私
は
考
え
て
い
ま
す
。

ま
た
、そ
れ
が
広
島
市
に
は
必
ず
出
来
る
と

信
じ
日
々
活
動
し
て
い
ま
す
。隣
国
の
韓
国

仁
川
市
で
は
、「
国
連
・
国
際
機
関
の
誘
致
」

に
と
て
も
積
極
的
で
す
。そ
の
結
果
と
し

て
、
2
0
0
6
年
に
は
国
連
傘
下
の
一
つ
、

ア
ジ
ア
太
平
洋
経
済
社
会
委
員
会
の「
ア
ジ

ア
太
平
洋
情
報
通
信
技
術
訓
練
セ
ン

タ
ー
」
を
誘
致
し
、
2
0
0
9
年
8
月
に

は
、「
国
連
防
災
研
修
院
」と「
国
連
防
災
戦

略
北
東
ア
ジ
ア
事
務
所
」が
開
設
さ
れ
て
い

ま
す
。さ
ら
に
、2
0
1
0
年
5
月
に
は「
ア

ジ
ア
太
平
洋
経
済
社
会
委
員
会
北
東
ア
ジ

ア
事
務
所
」
を
誘
致
し
て
い
ま
す
。こ
れ
ら

国
連
４
機
関
の
ほ
か
に
も
「
東
ア
ジ
ア
・

オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
地
域
フ
ラ
イ
ウ
ェ
イ
・

パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
事
務
局
」「
国
連
寄
託

図
書
館
」
も
誘
致
し
て
い
き
ま
す
。世
界
か

ら
俯
瞰
し
た
時
、
企
業
が
海
外
進
出
し
た

り
国
際
会
議
を
開
催
し
よ
う
と
す
る
場

合
、
広
島
市
も
仁
川
市
も
な
ん
ら
変
わ
り

あ
り
ま
せ
ん
。そ
れ
は
、
飛
行
機
で
１
時
間

弱
の
距
離
だ
か
ら
で
す
。「
広
島
は
空
港
が

遠
い
か
ら
…
」
と
い
う
理
由
は
通
用
し
な
い

と
考
え
て
ま
す
。総
じ
て
言
え
る
事
は
、
世

界
都
市
で
も
あ
る
ヒ
ロ
シ
マ
・
シ
テ
ィ
に
誘

致
で
き
な
い
わ
け
が
あ
り
ま
せ
ん
。あ
と

は
、都
市
と
し
て
未
来
を
見
据
え
た
壮
大
な

ビ
ジ
ョ
ン
の
違
い
で
し
か
な
い
と
私
は
確
信

し
て
い
ま
す
。

国
連
本
部
機
能
拠
点
は
、①
ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク

（
ア
メ
リ
カ
）、②
ジ
ュ
ネ
ー
ヴ（
欧
州
）、③

ナ
イ
ロ
ビ
（
ア
フ
リ
カ
）
の
3
都
市
に
置
か

れ
て
い
ま
す
が
、
世
界
人
口
の
約
6
割
を
有

す
る
ア
ジ
ア
地
域
に
は
存
在
し
て
い
ま
せ

ん
。広
島
市
南
区
の
人
口
規
模
は
約
1
4

万
人
で
す
が
、人
口
規
模
が
約
1
8
万
人
で

あ
る
ジ
ュ
ネ
ー
ヴ
市
に
お
い
て
は
年
間
の

国
際
会
議
開
催
件
数
は
、
実
に
約

5
0
0
0
件
に
の
ぼ
り
ま
す
。ジ
ュ

ネ
ー
ブ
市
は
、こ
の
コ
ン
ベ
ン
シ
ョ
ン
政

策
に
よ
っ
て
市
財
政
の
約
4
割
が
賄

わ
れ
て
い
ま
す
。私
は
、
日
本
国
内
に
点

在
す
る
2
0
以
上
の
国
際
機
関
・
国
連
関

係
施
設
を
、
効
率
化
の
観
点
か
ら
も
整
理

を
し
て
世
界
一
の
復
興
都
市
で
あ
る
ヒ
ロ
シ

マ
・
シ
テ
ィ
に
、「
国
連
ア
ジ
ア
太
平
洋
本

部
」の
新
設
誘
致
を
行
う
べ
き
だ
と
考
え
ま

す
。特
に
軍
縮
や
核
不
拡
散
と
い
っ
た
テ
ー

マ
の
国
際
会
議
は
、
ヒ
ロ
シ
マ
で
行
う
こ
と

に
大
き
な
意
義
が
あ
り
、
真
の
国
際
平
和

都
市
と
し
て「
平
和
」を
発
信
・
創
造
す
る

拠
点
と
な
り
う
る
と
確
信
し
て
い
ま
す
。

国
連
ア
ジ
ア
太
平
洋
本
部
の

広
島
市
誘
致

八軒
幹夫
は ち け ん  み き お

の

行
動

誘
致
に
向
け
た
具
体
的
な
活
動

Meeting（会議・研修）
Incentive （招待・視察）
Convention,
Conference
（学会・国際会議）　
Exhibition（展示会）の
４つのビジネス・
セグメントの
頭文字をとった造語です。

ＭＩＣＥ総合戦略とは

世界第４の国連都市「広島」を実現
1人あたりの観光消費額「約15,760円」で算出


